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(57)【要約】
本発明は、基板材料に関し、対応する成形品の表面に、
－１．５～＋１．５ｋＶの電圧を有する帯電範囲が存在
し、その総面積に対する割合は、９５～１００％であり
、－１．５～－２．５ｋＶの電圧を有する帯電範囲と＋
１．５～＋２．５ｋＶの電圧を有する帯電範囲が存在し
、それらの総面積に対する割合は０～５％であり、＜－
２．５ｋＶの電圧を有する帯電範囲と＞＋２．５ｋＶの
電圧を有する帯電範囲が存在し、それらのディスクの全
表面に対する割合は、１％までであることを特徴とする
基板材料であって、基板表面から３．５ｍｍの距離でモ
ンロープローブを用いて電位測定を行い、走査範囲は、
Ｘ－方法及びＹ－方向の各々の場合に１２ｃｍであり、
Ｘ－方向及びＹ－方向の各々の場合に２ｍｍの間隔で電
位を測定する基板材料を提供する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対応する成形品の表面に、
　－１．５～＋１．５ｋＶの電荷を有する電位範囲が存在し、その総面積に対する割合は
、９５～１００％であり、
　－１．５～－２．５ｋＶの電荷を有する電位範囲と、＋１．５～＋２．５ｋＶの電荷を
有する電位範囲が存在し、その総面積に対する割合は、０～５％であり、
　＜－２．５ｋＶの電荷を有する電位範囲と、＞＋２．５ｋＶの電荷を有する電位範囲が
存在し、その割合は、ディスクの全表面の１％までである
基板材料であって、
　基板表面から３．５ｍｍの距離でモンロープローブを用いて電位測定を行い、走査範囲
は、Ｘ－方法及びＹ－方向の各々の場合に１２ｃｍであり、Ｘ－方向及びＹ－方向の各々
の場合に２ｍｍの間隔で電位を測定する
ことを特徴とする基板材料。
【請求項２】
　対応する成形品の表面の電位は、－１．５ｋＶと＋１，５ｋＶの間の電位範囲を超えな
い又は下回らない（その際に、内側の穴の領域を考慮にいれない）ことを特徴とする請求
項１に記載の基板材料。
【請求項３】
　対応する成形品の電荷セグメント中の帯電に起因する電位の標準偏差は、０．６ｋＶを
超えないことを特徴とする請求項１又は２に記載の基板材料。
【請求項４】
　電位範囲を測定するための成形品は、ディスクであることを特徴とする請求項１～３の
いずれかに記載の基板材料。
【請求項５】
　被覆すべき透明成形品のための請求項１～４のいずれかに記載の基板材料。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれかに記載の基板材料としてのポリカーボネート。
【請求項７】
　成形品及び押出品を製造するための請求項１～６のいずれかに記載の基板材料の使用。
【請求項８】
　請求項１～６のいずれかに記載の基板材料から得られる成形品及び押出品。
【請求項９】
　請求項１～６のいずれかに記載の基板材料から得られる拡散スクリーン又は光学データ
保存媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、透明射出成形部品を製造するための、特に、本発明に基づくポリカーボネー
トから得られ、被覆すべき射出成形部品及び成形品を製造するための、基板材料（又は基
板物質）としてのポリカーボネートを提供する。成形品は、例えば、透明シート、レンズ
、光学記憶（光記憶又は光学式記憶）媒体若しくは光学記憶媒体用担体、又は例えば、拡
散スクリーン等の自動車用ガラス分野の製品でありうる。本発明は、例えば、優れた被覆
性及び濡れ性を有し、溶液からの、例えば、特に非極性媒体からの色素（又は染料）の塗
工（又は塗布）に適する、例えば、書き込み可能光学データ記憶媒体等の、特に光学記憶
媒体及び光学記憶媒体用担体を提供する。本発明に基づくポリカーボネートから作られた
光学射出成形部品は更に、比較的汚れにくい傾向がある。
【背景技術】
【０００２】
　透明射出成形部品は、中でも、ガラス及び記憶媒体の分野において重要である。
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【０００３】
　光学データ記録材料は、膨大な量のデータのための可変記録媒体及び／又は保管媒体と
してますます用いられるようになっている。このタイプの光学データ記憶媒体の例として
は、ＣＤ、スーパー・オーディオＣＤ、ＣＤ－Ｒ、ＣＤ－ＲＷ、ＤＶＤ、ＤＶＤ－Ｒ、Ｄ
ＶＤ＋Ｒ、ＤＶＤ－ＲＷ、ＤＶＤ＋ＲＷ及びＢＤが挙げられる。
【０００４】
　例えばポリカーボネート、ポリメチルメタクリレート、及びその化学修飾物等の透明熱
可塑性物質は、一般に光学記憶媒体に用いられる。基板材料としてのポリカーボネートは
、特に１回書き込み可能かつ複数回読み込み可能な光学ディスク用に及び複数回書き込み
可能な光学ディスク用にも適し、並びに例えば、拡散スクリーン等の自動車ガラス分野か
らの成形品を製造するために適する。この熱可塑性物質は、優れた機械的安定性を有し、
寸法が変化しにくく、高い透明性と衝撃強度で区別される。
【０００５】
　ＤＥ－Ａ－２１１９７９９によれば、ポリカーボネートは、フェノール性末端基が関与
した状態で、相界面法により及び均一相中での方法によっても製造される。
【０００６】
　相界面法により製造されたポリカーボネートは、例えば、コンパクトディスク（ＣＤ）
又はデジタル多用途ディスク（ＤＶＤ）等の上述の型式の光学データ記憶媒体を製造する
ために使用することができる。これらのディスクは、射出成形法でそれらを製造する間に
高い電場を発生させる性質を有することが多い。この光学データ記憶媒体製造の間の基板
上の高い電場強度は、例えば、周囲の埃を引き付けたり、また例えば、ディスク等の射出
成形品を互いに密着させて、完成した射出成形品の質を低下させ、射出成形法を困難なも
のとする。
【０００７】
　更に、特にディスク（光学データ担体のための）の静電帯電は、とりわけ例えば、非極
性色素等の非極性媒体に対する濡れ性（又は湿潤性）の低下、又は例えば、ジブチルエー
テル、エチルシクロヘキサン、テトラフルオロプロパノール、シクロヘキサン、メチルシ
クロヘキサン若しくはオクタフルオロプロパノール等の溶媒からの色素塗工における濡れ
性の低下をもたらすことが知られている。従って、書き込み可能データ記憶媒体の色素塗
工の間の基板表面の電場が高いと、例えば、色素による被覆むらを引き起こし、このため
情報層における欠陥をもたらす。
【０００８】
　基板材料の静電帯電の程度は、例えば、基板表面からの具体的な距離での、電場の測定
により計る（又は定量）することができる。
【０００９】
　スピン・コーティング法で表面に書き込み可能な基板が塗工されている光学データ保存
媒体の場合、書き込み可能な層の均一な塗工を保証し、トラブルの無い製造工程を確保す
るために、絶対的な電場強度が低いことが必要である。
【００１０】
　上述の事実のため、基板材料に関し、高い静電場が更に生産の低下をもたらす。このこ
とは、特定の製造段階の停止につながる可能性があり、また高コストと関連する。
【００１１】
　この高い静電場の問題を解決するために複数の方法が取られた。一般に、添加剤として
基板材料に帯電防止剤を加える。帯電防止ポリカーボネート組成物は、例えば、ＪＰ６２
２０７３５８－Ａに記載されている。この明細書では、とりわけリン酸誘導体が帯電防止
剤としてポリカーボネートに添加される。ＥＰ０９２２７２８は、例えば、ポリアルキレ
ングリコール誘導体、エトキシ化ソルビタンモノラウレート、ポリシロキサン誘導体、ホ
スフィン・オキシド及びジステアリルヒドロキシアミン等の種々の帯電防止剤を開示し、
それらは個々に、又は混合物として使用される。日本の出願であるＪＰ６２２０７３５８
は、添加剤として亜リン酸エステルを開示する。ＵＳ Ｐａｔｅｎｔ ５，６６８，２０２
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は、スルホン酸誘導体を開示する。ＵＳ Ｐａｔｅｎｔ ６，２６２，２１８及び６，０２
２，９４３は、溶融ポリカーボネート中の末端基含有量を増加させるためにクロロギ酸フ
ェニルの使用を開示する。この出願によれば、末端基含量が９０％を超えると帯電防止性
にプラスの効果を及ぼすといわれている。ＷＯ００／５０４８８は、相界面法において連
鎖停止剤として３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノールを用いる。従来の連鎖停止剤と
比較して、この連鎖停止剤は相当する基板材料の静電気を低下させる。ＪＰ６２２０７３
５８－Ａは、ポリカーボネートのための添加剤としてポリエチレン誘導体及びポリプロピ
レン誘導体を開示する。ＥＰ－Ａ１３０４３５８は、例えばエステル交換法由来のポリカ
ーボネート中のビスフェノールＡ、ビス－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニルカーボネート
）等の短いオリゴマーの使用について記載する。
【００１２】
　しかし、上述の添加剤は材料から溶出する傾向があるので、基板材料の性質に負の影響
を有し得る。実際には、これは帯電防止性のためには望ましい効果であるが、沈着物又は
欠陥のある成形品の形成を引き起こし得る。ポリカーボネート中のオリゴマー含有量は更
にまた、機械的性質をより低下させ、ガラス転移温度をより低くし得る。これらの添加剤
は更に、副反応を生じさせ得る。エステル交換法から得られたポリカーボネートのその後
の「エンドキャッピング」は、費用がかかり、得られる成果は最適なものではない。材料
への新規の末端基の導入は、高いコストと関連する。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　従って目的は、可能な限り低い電位（値）と、（基板表面から一定の距離で測定された
）基板表面上の低い電位差との組み合わせの必要条件を満たし、上述の短所を回避する組
成物又は基板材料を提供することである。
【００１４】
　添加剤を含まないか、できるだけ少量の添加剤を含む基板材料がとりわけ有利である。
従って、例えば、ＥＰ－Ａ９２２７２８に記載のポリオキシエチレンソルビタンモノラウ
レート、ポリオキシエチレンモノラウレート、及びポリオキシエチレンモノステアレート
等の帯電防止剤は、帯電防止性に関しては、５０～２００ｐｐｍの添加量で実際に有効で
あるが、上述のように射出成形品の全体的性能にとっては不利となる可能性もある。
【００１５】
　また材料は、芳香族ポリカーボネート用として既知の、例えば、防炎剤、離型剤、ＵＶ
安定剤、及び熱安定剤等の追加の添加剤を更に含んで成ることもできる。いずれにせよ、
上述の理由から、使用する添加剤の量は可能な限り少なくする。そのような添加剤の例と
して、ステアリン酸及び／又はステアリルアルコールに基づく離型剤、特に好ましくは、
ペンタエリトリトールステアレート、トリメチロールプロパントリステアレート、ペンタ
エリトリトールジステアレート、ステアリルステアレート及びグリセロールモノステアレ
ート、並びにホスファン、亜リン酸及びリン酸に基づく熱安定剤が挙げられる。
【００１６】
　本発明は、優れたライタビリティ（書き込み性又は書き込み可能性：writability)と濡
れ性（又は湿潤性）を有し、かつ汚れる傾向が低い、特に書き換え可能な光学データ担体
のために使用し得る基板材料を提供する。本発明の基板材料は、製造工程において不良品
と判定される割合を低下させる。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　驚くべきことに、被覆（又はコート）すべき透明成形品の製造のために適する基板材料
は、特に、射出成形部品への加工後、射出成形部品の表面上の電位が特定の分布を示すも
のであることが見出された。この電位分布は、例えば評価に関していわゆる「モンロープ
ローブ（Monroe probe）」を用いる、ある種の画像処理により可視化することが可能であ
る。ここで、表面上の電位分布が可能な限り均一であることと関連して、電位の値が低い
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射出成形部品がとりわけ有利であることが見出された。これは今まで知られていなかった
ことであり、成形品の質に関する重要な基準である。従って、例えば、表面の電位分布が
可能な限り均一であることとともに、低い電位の値を有するディスクが、書き換え可能な
光学データ記憶媒体のために特に有利である。
【００１８】
　従って、射出成形部品の被覆、特に透明光学ディスク又は透明拡散スクリーンの被覆に
関して決め手となる（又は重要な）質的特徴として、驚くべきことに、本発明において正
の効果を有することが証明された基板材料は、射出成形工程後に、基板表面から規定され
た距離及び規定された温度と大気湿度で測定された、均一な電位分布とともに、可能な限
り低い電位の値を有する透明成形品をもたらすことが見出された。
【００１９】
　従って、本発明は、被覆すべき透明射出成形部品を製造するための基板材料、好ましく
はポリカーボネートであって、
　射出成形法により得られる成形品の表面の、９５～１００％までが、－１．５～＋１．
５ｋＶの間の電位範囲（電位領域又は電位区域）であり、表面の０～５％が、－１．５～
－２．５ｋＶ又は＋１．５～＋２．５ｋＶの間の電荷範囲（電荷領域又は電荷区域）であ
り、並びに１％までが、－２．５ｋＶより小さく、２．５ｋＶを超える範囲（領域又は区
域）である、基板材料を提供する。
【００２０】
　これらの特性を有する材料は、例えば、有機溶媒中に溶解させた色素等の非極性媒体を
用いて特に良好に被覆することができる。被覆すべき射出成形品は、好ましくは、拡散ス
クリーン又は光学書き込み可能データ保存媒体用担体材料である。
【００２１】
　ディスク表面上の電荷分布の均一性のために役立つ指標は、例えば、電気的帯電の結果
として生じる（あるディスク・セグメントの）電位の標準偏差である。電気的帯電の結果
として生じる表面セグメントの電位の標準偏差は、好ましくは０．６ｋＶを超えるべきで
はない。
【００２２】
　－１．５ｋＶ～＋１．５ｋＶの範囲の電位を有する表面、即ち電位がないか、又は電位
が低い表面が特に好ましい。この場合、射出成形品の表面のみが関係し、即ち、例えばＣ
Ｄ又はＤＶＤの場合、例えば、スタッキングリングまでの領域が関連し、内側の穴部は関
係しない。
【００２３】
　相当する基板上の表面電荷により生じる電位は、実質的に射出成形品の形状及び寸法、
並びに射出成形法の特徴に依存する。従って、例えば、光学データ担体のためのディスク
等、被覆される射出成形品そのものの測定を行うことが重要である。
【００２４】
　上述の値及び測定された全ての値は、一定の大気湿度及び室温においてイオナイザー（
イオン化装置又は電離装置）を使用しないで原則として既知の射出法を用いて製造された
成形品に適用される。
【００２５】
　製造工程においてディスクの良好なライタビリティを確保するために、ディスク上にイ
オン化空気流を導く、いわゆるイオナイザーを使用することが多い。本発明の基板材料に
関する上述の測定値は、イオナイザーを使用しないで得たものである。イオナイザーの使
用は、製造工程にかかる費用を高くするため、このことは本発明のさらなる利点である。
それでもなお、イオナイザーを追加で使用することができる。
【００２６】
　また本発明は、例えば、書き込み可能光学データ記憶媒体のためのディスク、又は例え
ば拡散スクリーン等の自動車用ガラス分野の材料等の、本発明の基板材料から製造される
成形品を提供する。
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【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　被覆可能な透明射出成形部品、好ましくは光学データ記憶媒体の製造のために好適な材
料は：
　例えば、ビスフェノールＡ（ＢＰＡ－ＰＣ）に基づくポリカーボネート、トリメチル－
シクロヘキシル－ビスフェノールポリカーボネート（ＴＭＣ－ＰＣ）に基づくポリカーボ
ネート、フルオレニルポリカーボネート、ポリメチルメタクリレート、環状ポリオレフィ
ンコポリマー、水素化ポリスチレン（ＨＰＳ）並びに非晶質ポリオレフィン及びポリエス
テル等の熱可塑性物質である。
【００２８】
　本発明の基板材料及びそれから得られる特にディスク等の射出成形品（又は射出成形物
品）は、好適な工程パラメーター（又はプロセスパラメーター）を選択することにより製
造することができる。
【００２９】
　基板材料の加工後に得られる射出成形品上の電荷分布は、いくつかの因子（又はファク
ター）により影響されうる。例えば、抽出物（又は遊離物）の純度及び補助剤が重要であ
る。更に、例えば、使用されるビスフェノールとホスゲンのモル比、反応中の温度、反応
時間及び滞留時間等の工程パラメーターが決定的な影響を与えうる。当業者にとって目的
は、射出成形品上に所望の電荷分布をもたらす基板材料を提供するように、工程を制御す
ることである。電荷分布に関して記載された測定は、当業者にとって工程制御のための好
適な手段である。
【００３０】
　所望の基板材料を得るための工程パラメーターの適切な選択は、以下のように示される
：
　本発明の基板材料を製造するひとつの可能性（又は実現性）は、連続相界面法での基板
材料の製造の間の特定の工程パラメーターの選択である。従来の連続ポリカーボネート合
成では、使用される過剰量のホスゲンは、使用されるビスフェノールの合計に基づいて３
～１００モル％の間であり、好ましくは５～５０モル％の間であるが、本発明の基板材料
は５～２０モル％、好ましくは、８～１７モル％のホスゲン過剰で製造される。これに関
連して、水酸化ナトリウム溶液のその後１回若しくは数回の計量しながら供給により、又
はビスフェノレート溶液の適切なその後の計量しながら供給により、ホスゲンの計量しな
がら供給中及び計量しながら供給後の水性相のｐＨは、好ましくは８．５～１２の間のア
ルカリ性の範囲に保たれ、一方、触媒添加後は１０～１４に調整される。ホスゲン化の際
の温度は０℃～４０℃、好ましくは、５℃～３６℃である。
【００３１】
　本発明のポリカーボネートは相界面法により製造される。このポリカーボネート合成法
は、文献中に多くの例が記載されている；参考文献の例として、H. Schnell, "Chemistry
 and Physics of Polycarbonates", Polymer Reviews, vol 9, Interscience Publishers
, New York 1964, p. 33 以下参照、 Paul W. Morgan, "Condensation Polymers by Inte
rfacial and Solution Methods", Interscience Publishers, New York 1965, chap. VII
I, p. 325、 Dres. U, Grigo, K. Kircher and P.R. Muller "Polycarbonate", in Becke
r/Braun, Kunststoff-Handbuch, vol. 3/1, Polycarbonate, Polyacetale, Polyester, C
elluloseester, Carl Hanser Verlag Munich, Vienna 1992, p. 118-145 及び ＥＰ－Ａ
０５１７０４４号を例示できる。
【００３２】
　この工程によれば、最初に水性アルカリ溶液（又は懸濁液）中に入れられたビスフェノ
ールのジナトリウム塩（又はさまざまなビスフェノール混合物）のホスゲン化は、第二相
を形成する不活性な有機溶媒又は溶媒混合物の存在下で行われる。形成されたオリゴカー
ボネートは主として有機相中に存在し、好適な触媒を用いて更に縮合され、有機相中に溶
解した高分子量ポリカーボネートが得られる。最終的に有機相は分離され、さまざまな加
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工段階によりポリカーボネートが単離される。
【００３３】
　ポリカーボネートを製造するために好適なジヒドロキシアリール化合物は、式（２）
　ＨＯ－Ｚ－ＯＨ　　　　（２）
［式中、
　Ｚは６個～３０個の炭素原子を有する芳香族基であり、１又はそれ以上の芳香核を含む
ことができ、置換可能で、及び架橋要素としてヘテロ原子又はアルキルアリール又は脂環
式基又は脂肪族基を含むことができる］
で表される。
【００３４】
　好ましくは、式（２）のＺは、式（３）の基
【化１】

［式中、
　Ｒ６及びＲ７は、互いに独立して、Ｈ、Ｃ１～Ｃ１８－アルキル、Ｃ１～Ｃ１８－アル
コキシ、Ｃｌ又はＢｒ等のハロゲン、又は各々の場合に所望により置換されているアリー
ル又はアラルキル、好ましくはＨ又はＣ１～Ｃ１２－アルキル、特に好ましくはＨ又はＣ

１～Ｃ８アルキル、及び極めて特に好ましくはＨ又はメチルを表し、かつ、
　Ｘは、単結合、－ＳＯ２－、－ＣＯ－、－Ｏ－、－Ｓ－、Ｃ１～Ｃ６－アルキレン、Ｃ

２～Ｃ５アルキリデン又はＣ５～Ｃ６－シクロアルキリデンを表し、これはＣ１～Ｃ６－
アルキル、好ましくはメチル又はエチル、及び更にＣ６～Ｃ１２－アリーレンにより置換
することが可能であり、所望によりヘテロ原子を含む更なる芳香環と縮合させることがで
きる］
を表す。
【００３５】
　好ましくは、Ｘは、単結合、Ｃ１～Ｃ５－アルキレン、Ｃ２～Ｃ５－アルキリデン、Ｃ

５～Ｃ６－シクロアルキリデン、－Ｏ－、－ＳＯ－、－ＣＯ－、－Ｓ－、－ＳＯ２－、
　又は式（３ａ）若しくは（３ｂ）の基
【化２】

【化３】

　［式中、
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　Ｒ８とＲ９は、各々のＸ１に対して個々に選択することができ、互いに独立して、水素
又はＣ１～Ｃ６－アルキル、好ましくは水素、メチル又はエチルを示し、かつ、
　Ｘ１は炭素を示し、かつ、
　ｎは、４～７の整数を示し、好ましくは４又は５である、ただし少なくとも一つの原子
Ｘ１にて、Ｒ８及びＲ９は同時にアルキルであるという条件である］
を表す。
【００３６】
　ジヒドロキシアリール化合物の例として：ジヒドロキシベンゼン、ジヒドロキシジフェ
ニル、ビス－（ヒドロキシフェニル）－アルカン、ビス－（ヒドロキシフェニル）－シク
ロアルカン、ビス－（ヒドロキシフェニル）アリール、ビス－（ヒドロキシフェニル）エ
ーテル、ビス（ヒドロキシフェニル）ケトン、ビス－（ヒドロキシフェニル）スルフィド
、ビス－（ヒドロキシフェニル）スルフォン、ビス－（ヒドロキシフェニル）スルホキシ
ド、１，１’－ビス－（ヒドロキシフェニル）－ジイソプロピルベンゼン、並びにその核
アルキル化及び核ハロゲン化化合物を例示できる。
【００３７】
　本発明で使用される、ポリカーボネートの製造に好適なジフェノールは、例えば、ヒド
ロキノン、レゾルシノール、ジヒドロキシジフェニル、ビス－（ヒドロキシフェニル）－
アルカン、ビス－（ヒドロキシフェニル）シクロアルカン、ビス－（ヒドロキシフェニル
）スルフィド、ビス－（ヒドロキシフェニル）エーテル、ビス－（ヒドロキシフェニル）
　ケトン、ビス－（ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス－（ヒドロキシフェニル）スル
ホキシド、α，α’－ビス（ヒドロキシフェニル）－ジイソプロピルベンゼン及びそのア
ルキル化、核アルキル化及び核ハロゲン化化合物である。
【００３８】
　好ましいジフェノールは、４，４’－ジヒドロキシジフェニル、２，２－ビス－（４－
ヒドロキシフェニル）－１－フェニル－プロパン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）－フェニル－エタン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，４
－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－２－メチルブタン、１，３－ビス－［２－（４－ヒ
ドロキシフェニル）－２－プロピル］ベンゼン（ビスフェノールＭ）、２，２－ビス－（
３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）－プロパン、ビス－（３，５－ジメチル－４－ヒ
ドロキシフェニル）－メタン、２，２－ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニ
ル）－プロパン、ビス－（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）スルホン、２，
４－ビス－（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）－２－メチルブタン、１，３
－ビス－［２－（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）－２－プロピル］－ベン
ゼン、及び１，１－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）－３，３，５－トリメチルシクロ
ヘキサン（ビスフェノールＴＭＣ）である。
【００３９】
　特に好ましいジフェノールは、４，４’－ジヒドロキシジフェニル、１，１－ビス－（
４－ヒドロキシフェニル）－フェニルエタン、２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル
）－プロパン、２，２－ビス－（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）－プロパ
ン、１，１－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）－シクロヘキサン及び１，１－ビス－（
４－ヒドロキシフェニル）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン（ビスフェノールＴ
ＭＣ）である。
【００４０】
　これらのジフェノール及び更に好適なジフェノールは、例えば、ＵＳ－Ａ２９９９８３
５、３１４８１７２、２９９１２７３、３２７１３６７、４９８２０１４、及び２９９９
８４６、ドイツ公開特許公報１５７０７０３、２０６３０５０、２０３６０５２、２２１
１９５６、及び３８３２３９６、フランス特許明細書１５６１５１８、学術論文「H. Sch
nell, Chemistry and Physics of Polycarbonates, Interscience Publishers, New York
 1964, p. 28 以下参照; p. 102 以下参照」及び「D.G. Legrand, J.T. Bendler, Handbo
ok of Polycarbonate Science and Technology, Marcel Dekker New York 2000, p. 72 
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以下参照」に記載されている。
【００４１】
　ホモポリカーボネートの場合、ただ１種類のジフェノールが使用され、コポリカーボネ
ートの場合、２種類以上のジフェノールが使用される。使用されるジフェノールは、合成
の際に添加される他の全ての化学物質及び補助剤と同様に、それら自体の合成、取り扱い
、及び保存に由来する不純物で汚染されている可能性がある。しかし、可能な限り純粋な
原料を使用することが望ましい。
【００４２】
　分子量の調節に必要な単官能性の連鎖停止剤、例えば、フェノール又はアルキルフェノ
ール、特にフェノール、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、イソオクチルフェノール、ク
ミルフェノール、それらのクロロ炭酸エステル、若しくはモノカルボン酸の酸塩化物又は
これらの連鎖停止剤の混合物等は、ビスフェノレート若しくはビスフェノレートと一緒に
、反応物に入れられるか、又はホスゲン若しくはクロロ炭酸末端基がまだ反応混合物中に
存在する限り、任意の所望の時点で合成に添加され、また連鎖停止剤が酸塩化物及びクロ
ロ炭酸エステルの場合、形成されているポリマーのフェノール末端基が十分利用できる限
り、任意の所望の時点で合成に添加される。しかし、ホスゲン化後、ホスゲンはもはや存
在しないが触媒はいまだ計量して供給されない箇所にて若しくは時点で、連鎖停止剤又は
停止剤を添加するか、又は触媒の添加前、触媒と共に、若しくは並行して、それらを計量
して供給することが好ましい。
【００４３】
　使用される分枝剤（branching agent）又は分枝剤混合物はいずれも同様にして合成系
に添加されるが、通常は連鎖停止剤の前に添加される。トリスフェノール、第４級（quat
ernary）フェノール、酸塩化物、トリ－若しくはテトラカルボン酸、又はポリフェノール
の混合物若しくは酸塩化物の混合物もまた、通常使用される。
【００４４】
　３又はそれ以上のフェノール性水酸基を有する使用可能な化合物は、例えば、
　フロログルシノール、
　４，６－ジメチル－２，４，６－トリ－（４－ヒドロキシフェニル）－ヘプタ－２－エ
ン、
　４，６－ジメチル－２，４，６－トリ－（４－ヒドロキシフェニル）－ヘプタン、
　１，３，５－トリ－（４－ヒドロキシフェニル）－ベンゼン、
　１，１，１－トリ－（４－ヒドロキシフェニル）－エタン、
　トリ－（４－ヒドロキシフェニル）－フェニルメタン、
　２，２－ビス－［４，４－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－シクロヘキシル］－プロ
パン、
　２，４－ビス－（４－ヒドロキシフェニルイソプロピル）－フェノール、
　テトラ－（４－ヒドロキシフェニル）メタン
である。
【００４５】
　他の３官能性化合物としては、２，４－ジヒドロキシ安息香酸、トリメシン酸、塩化シ
アヌル、及び３，３－ビス－（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）－２－オキソ－２
，３－ジヒドロインドールがある。
【００４６】
　好ましい分枝剤は、３，３－ビス－（３－メチル－１，４－ヒドロキシフェニル）－２
－オキソ－２，３－ジヒドロインドール及び１，１，１－トリ－（４－ヒドロキシフェニ
ル）－エタンである。
【００４７】
　相界面合成で用いられる触媒は、特に、トリエチルアミン、トリブチルアミン、トリオ
クチルアミン、Ｎ－エチルピペリジン、Ｎ－メチルピペリジン、及びＮ－ｉ／ｎ－プロピ
ルピペリジン等の第３級アミン；例えば、テトラブチルアンモニウム／トリブチルベンジ
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ルアンモニウム／テトラエチル水酸化アンモニウム／塩化物／臭化物／硫酸水素塩／テト
ラフルオロホウ酸等の第４級アンモニウム塩；及びアンモニウム化合物に対応するホスホ
ニウム化合物である。これらの化合物は、典型的な相界面触媒として文献に記載され、商
業的に入手可能であり、当業者によく知られている。触媒は、個々に、混合物として、又
は並行して及び連続して合成に添加することができ、所望によりホスゲン化の前に加える
こともできるが、ホスゲンを計量する（又は計量しながら供給する）前に添加することが
好ましいオニウム化合物又はオニウム化合物の混合物を触媒として使用する場合を除き、
ホスゲンを入れた後で計量することが好ましい。触媒又は複数の触媒は、バルクで、不活
性な溶媒、好ましくはポリカーボネート合成の不活性な溶媒中で、また、水溶液として、
計量することができるが、第３級アミンの場合、酸、好ましくは無機酸、特に塩酸等とそ
れらのアンモニウム塩として計量することができる。数種類の触媒を使用する場合、又は
触媒の合計量のうちの一部を計量する場合、当然、種々の場所又は種々の時点で、種々の
計量法を行うことができる。使用される触媒総量は、使用されるビスフェノールのモル数
を基準として０．００１～１０モル％の間であり、好ましくは０．０１～８モル％、特に
好ましくは０．０５～５モル％の間である。
【００４８】
　また、ポリカーボネート用の通常の添加剤を、本発明のポリカーボネートに通常量で添
加することもできる。添加剤の添加は、耐用年数又は彩色の寿命を延長し（安定剤）、加
工を単純化し（例えば、離型剤、流動助剤（flow auxiliary）、帯電防止剤）、又は特定
のストレスに対してポリマーの性質を適応させる（例えば、ゴム等の衝撃改質剤；防炎剤
、着色剤、ガラス繊維）ために役立つ。
【００４９】
　これらの添加剤は、個々に、又は任意の所望の混合物若しくは数種類の混合物として、
ポリマー溶融物に添加することができ、また、ポリマーの単離の間に又は粒状物を溶融後
に、いわゆる調合工程において特に直接的に添加することができる。これに関連して、添
加剤又はその混合物は、固体、即ち粉体として、又は溶融物としてポリマー溶融物に添加
することができる。もうひとつの計量法は、マスターバッチ又は添加剤のマスターバッチ
の混合物又は添加剤混合物の使用である。
【００５０】
　好適な添加剤は、例えば「Additives for Plastics Handbook, John Murphy, Elsevier
, Oxford 1999」及び「Plastics Additives Handbook, Hans Zweifel, Hanser, Munich 2
001」に記載されている。
【００５１】
　好ましい熱安定剤は、例えば、有機亜リン酸、ホスホネート及びホスファンであり、通
常それらは有機基が全て又は部分的に、所望により置換芳香族基で構成される。使用され
る紫外線安定剤は、例えば、置換ベンゾトリアゾールである。これら及び他の安定剤は、
個々に又は組み合わせて使用することができ、記載した形態でポリマーに添加される。
【００５２】
　例えば、離型剤等の加工助剤は、通常は長鎖脂肪酸の誘導体であり、更に添加すること
ができる。例えばペンタエリトリトールテトラステアレート及びグリセロールモノステア
レートが好ましい。それらは、それらだけで、又は混合物で使用され、好ましくは、組成
物の重量を基準として０．０２～１重量％の量で使用される。
【００５３】
　好適な難燃性添加剤は、リン酸エステル即ちリン酸トリフェニル、レゾルシノール－二
リン酸エステル、臭素－含有化合物、例えば、臭素化リン酸エステル及び臭素化オリゴカ
ーボネート及びポリカーボネート、並びに、好ましくは、フッ素化された有機スルホン酸
の塩である。
【００５４】
　好適な衝撃改質剤は、例えば、少なくとも１つのポリブタジエンゴム、アクリレートゴ
ム（好ましくは、エチル又はブチルアクリレートゴム）及びエチレン／プロピレンゴムか
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ら選択される１又はそれ以上のグラフトベースを含んで成るグラフトポリマー、並びにス
チレン、アクリロニトリル及びアルキルメタクリレート（好ましくは、メチルメタクリレ
ート）から構成される群からの少なくとも１つのモノマーから選択されるグラフトモノマ
ー、又はシロキサンとアクリレートの相互貫入網目構造上にメチルメタクリレート若しく
はスチレン／アクリロニトリルがグラフトされたものである。
【００５５】
　有機色素若しくは顔料、又は無機顔料等の着色剤、ＩＲ吸収剤は、個々に、混合物とし
て、又は安定剤、ガラス繊維、ガラス（中空）ビーズ及び無機充填剤（又は増量剤）と組
み合わせて、更に添加することができる。
【００５６】
　更に本願は、本発明の基板材料から得られる押出品及び成形品（又は押出成型品及び射
出成形品）を提供し、具体的には透明製品の分野、とりわけ光学的な用途の分野における
使用のための、例えば、シート、多層シート、ガラス、拡散スクリーン及びランプカバー
等、又は例えば、読み込みのみ可能、若しくは一度書き込み可能、及び所望により繰り返
し書き込み可能等の種々の形態のオーディオ－ＣＤ、ＣＤ－Ｒ（Ｗ）、ＤＶＤ、ＤＶＤ－
Ｒ（Ｗ）及びミニディスク等の光学データ記憶媒体を提供する。
【００５７】
　更に本発明は、押出品及び成形品の製造のための本発明のポリカーボネートの使用を提
供する。
【００５８】
　本発明の基板材料、好ましくはポリカーボネートは、公知の方法により射出成形によっ
て加工することができる。このようにして製造されるディスクは、例えばオーディオ－Ｃ
Ｄ又はスーパーオーディオ－ＣＤ、ＣＤ－Ｒ、ＣＤ－ＲＷ、ＤＶＤ、ＤＶＤ－Ｒ、ＤＶＤ
＋Ｒ、ＤＶＤ－ＲＷ、ＤＶＤ＋ＲＷ又はＢＲであり得る。
【００５９】
　従って、ＣＤ－Ｒ（１回書き込み、何回でも読み込み）は、射出成形法においてニッケ
ル型板（又は鋳型）から転写された同心円状に形成された案内溝（プリグルーブ：pregro
ove）を有する基板から成る。射出成形法では、サブミクロンのスケールの溝を有する型
板を介して、これらは基板表面上に正確に転写される。ＣＤ－Ｒは前記の基板、色素記録
層、反射層及び保護層を含んで成り、それらはこの順序で基板上に塗工されるか積層され
ている。１回の書き込みが可能で数回の読み込みが可能な光学ディスクのもう１つの例は
ＤＶＤ－Ｒであり、これは基板、色素記録層、反射層、及び所望により保護層を含んで成
り、前記と同様にこの順序で基板に塗工され、第２のディスク（「ダミーディスク」）と
接着されている。
【００６０】
　色素層は、「スピン・コーティング」法で塗工されている。この製造段階において、有
機溶媒に溶解させた特定の色素が基板の情報層に塗工され、ディスクを回転させることに
より基板の溝中に半径方向に均一に導入される。この段階の後に、色素層を乾燥させる。
【００６１】
　前記の用途に用いられる色素は、使用されるレーザーの範囲（３００～８５０ｎｍ）の
吸収範囲を有する。色素の種類の例としては、例えば、シアニン系、フタロシアニン系、
スクアリリウム色素、ポリメチン系、ピリリウム及びチオピリリウム色素、インドアニリ
ン系、ナフトキノン系、アントラキノン系及び例えばアゾ配位化合物、シアニン系又はフ
タロシアニン系等の種々の金属キレート複合体が挙げられる。これらの色素はシグナル感
受性が良好であり、また有機溶媒中の溶解度が高く、光堅牢性が高く、このため前記の用
途のための色素として好ましい。
【００６２】
　溶媒の例としては、例えば、酢酸ブチル等のエステル類、例えば、メチルエチルケトン
、シクロヘキサノン、メチルイソブチルケトン及び２，４－ジメチル－４－ヘプタノン（
ＤＭＨ）等のケトン類、例えば、１，２－ジクロロエタン及びクロロホルム等の塩素化炭
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化水素類、例えば、ジメチルホルムアミド等のアミド類、例えば、シクロヘキサン、メチ
ルシクロヘキサン又はエチルシクロヘキサン等の炭化水素類、例えば、ＴＨＦ及びジオキ
サン等のエーテル類、例えば、エタノール、プロパノール、イソプロパノール、ｎ－ブタ
ノール及びジアセトンアルコール等のアルコール類、例えば、２，２，３，３－テトラフ
ルオロプロパノール等のフッ素系溶媒、及び例えば、エチレングリコールモノメチルエー
テル及びプロピレングリコールモノメチルエーテル等のグリコールエーテル類が挙げられ
る。これらは、個々に、又は混合物として使用することができる。好ましい溶媒は、例え
ば、２，２，３，３－テトラフルオロプロパノール、オクタフルオロペンタノール等のフ
ッ素系溶媒及びジブチルエーテルである。
【００６３】
　例えば、金又は銀を含んで成る反射層を、スパッタリング法により色素層に塗工するこ
とができる。保護層は、所望により反射層に塗工することができる。
【００６４】
　本発明のディスク基板及び本発明の光学ディスクは、明らかに改良された帯電防止性及
び改良された被覆性を示す。
【００６５】
　射出成形部品は、従来の射出成形法により得られる。本願の実施例の欄において、射出
成形部品は以下のようにして製造される：
【００６６】
　本発明の成形品の製造のために光学ディスクが選択される；以下に示す射出成形パラメ
ーター及び条件が設定される：
　機械：ネットスタル・ディスクジェット（Netstal Discjet）
　型板：オーディオ・スタンパー（Audio stamper）
　サイクル時間：４．２～４．６秒（例では：４．４秒）
　溶融温度：３１０～３３０℃
　基板寸法：オーディオ－ＣＤ
　型板側のモールド（又は金型）温度：６０℃。
【００６７】
　射出成形法を開始する前に、機械に新しいオーディオ・スタンパーを挿入する。新しい
スタンパーを挿入する前に、誤った測定値が出ないように、射出成形設備全体を前回用い
た材料が残らない様に掃除しなくてはならない。
【００６８】
　表面電位の測定のための方法は、電位の測定に好適なモンロー・エレクトロニクス・イ
ンク、リンドンヴィル、ニューヨーク州１４０９８、米国（MONROE ELECTRONICS, INC., 
Lyndonville, NY 14098, USA）製のモンロープローブ（Monroe probe）を用いて行う。測
定は、基板表面から３．５ｍｍの距離で行う。走査範囲はＸ－方向及びＹ－方向にいずれ
の場合も１２ｃｍである。表面電位は、Ｘ－方向及びＹ－方向にいずれの場合も２ｍｍず
つの間隔で測定する。電位値は、モンロープローブの計測増幅器のアナログ出力において
、実効電圧値に変換される。これらの電位値は、最初はＢｕｒｒＢｒｏｗｎ製のターボパ
スカル・ルーチンを用いる社内開発ソフトウェア（ターボパスカル）によって、Ｂｕｒｒ
Ｂｒｏｗｎ製のＰＣインターフェース・カードのアナログ入力からＰＣに保管され、走査
終了後、全データはディスケットにテキストファイルとして保管される。測定値を視覚的
にわかりやすい説明図とするために、それらの値はオリジナルソフトウェアによって、着
色像に変換される。－３，５００Ｖ～＋３，５００Ｖの電位の範囲は、ここで３２色の範
囲に分けられる。色は、青から緑及び黄色を通り赤へと移行する。例えば、－３，５００
Ｖ～－３，２８１Ｖの最もマイナスの電位範囲は、暗青色の色に割り当てられ、＋３，２
８１Ｖ～＋３，５００Ｖの最もプラスの電位範囲は、暗赤色の色に割り当てられる。
【００６９】
　電荷セグメント（又は電荷区分）を計算するために、測定値（生データ）は、－３０～
＋３０の値の範囲のデカルト座標に変換される。次に、これらの値は平面極座標に変換さ
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り大きいすべての値（内側の穴の領域）は除外される。次に、得られた値は相当する電荷
範囲に分類され、計数される。
【００７０】
　ディスクは、製造後最初の２４時間以内に電位分布に関し測定する。電位測定が損なわ
れるので、この手順の間にディスクが金属と接触することがあってはならない。更に、イ
オナイザーがある場合は電源を切らなければならない。
【００７１】
　測定を行う際には必ず、測定時大気湿度を３０～６０％、好ましくは３５～５０％とし
、室温を２５～２８℃としなくてはならない。
【００７２】
　色素塗工は、前記のように「スピン・コーティング」により行うことができる。色素と
して好ましく使用されるのはフタロシアニンであり、溶媒として好ましく使用されるのは
ジブチルエーテルである。色素塗工時の回転速度は２００ｒｐｍである。溶液がディスク
全体に行き渡るようにするためには、速度を５，０００ｒｐｍに上げる。
【００７３】
　色素の被覆性は、例えば、色素で被覆されたディスクの内部領域の光学顕微鏡検査、カ
メラスキャナー又は目視検査により測定することができる。０．５ｍｍ又はそれより高い
色のエッジの逸脱が外側の色素エッジに認められた場合、このディスクの濡れ性は不十分
である。
【００７４】
　被覆性を測定するためのさらなる間接的な可能性は、例えば、色素で被覆されたディス
クを、カメラ又はレーザーシステムを用いて調べることである。この場合、記録された情
報は画像処理ソフトウェアを介して評価され、発生する濡れ性エラーが認識される（「イ
ンライン」検出）。欠陥のあるディスクは自動的に廃棄される。
【実施例】
【００７５】
　例１：
　ポリカーボネートは、公知の相界面法で製造される。連続法を用いる。
　ビスフェノレート溶液（ビスフェノールＡ；アルカリ含量２．１２モルＮａＯＨ／モル
ＢＰＡ）を７５０ｋｇ／ｈ（１４．９３重量％）、溶媒（塩化メチレン／クロロベンゼン
１：１）を６４６ｋｇ／ｈ、及びホスゲンを５６．４ｋｇ／ｈで反応装置に入れ、成分を
反応させる。反応装置内の温度は３５℃である。水酸化ナトリウム溶液（３２重量％）を
、更にまた９．９７ｋｇ／ｈで計量しながら供給する。縮合反応の過程中に、第２の量の
水酸化ナトリウム溶液（３２重量％）を２９．２７ｋｇ／ｈで、更に連鎖停止剤溶液（塩
化メチレン／クロロベンゼン　１：１中　１１．７重量％のｔｅｒｔ－ブチルフェノール
）を３４．１８ｋｇ／ｈで計量しながら供給する。その後、塩化メチレン／クロロベンゼ
ン中に溶解させたＮ－エチルピペリジン（１：１；２．９５重量％　Ｎ－エチルピペリジ
ン）を触媒として３３．０ｋｇ／ｈで入れる。相が分離し、有機相を希塩酸で１回、水で
５回洗浄する。次にポリカーボネート溶液を濃縮し、濃縮物を蒸発槽中で濃縮し、溶融ポ
リマーを液化押出成型機でスピンオフし（又は紡いで）、粒状化する。
【００７６】
　次に、得られた粒状物をネットスタル・ディスクジェット射出成形機（前記参照）を介
して、上述のパラメーターのもとでサイクル時間４．４秒でディスクへと加工する。型板
としてオーディオ・スタンパーを使用する。
【００７７】
　連続射出成形から２時間後のディスクの、電位測定の結果を図１に示す。
【００７８】
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【表１】

【００７９】
　電荷分布は非常に均一であることが認められる。
【００８０】
　ディスクを、ブチルエーテル中に溶解させたフタロシアニンを用いて、上述のようにス
ピン・コーティング法により被覆する。色素塗工時の回転速度は２００ｒｐｍである。溶
液がディスク全体に行き渡るようにするためには、速度を５，０００ｒｐｍに上げる。視
覚的評価は、色素層に欠陥が無いことを示す。
【００８１】
　例２（比較例）：
　ポリカーボネートを実施例１に記載のとおりに製造する。しかし、ビスフェノレート溶
液（ビスフェノールＡ）は７５０ｋｇ／ｈ（１４．９３重量％）、溶媒（塩化メチレン／
クロロベンゼン１：１）は６４６ｋｇ／ｈ、及びホスゲンは５８．２５ｋｇ／ｈで反応装
置に入れる。更に、水酸化ナトリウム溶液（３２重量％）を、同様にして１２．３４ｋｇ
／ｈで計量しながら供給する。第２の量の水酸化ナトリウム溶液を３６．２０ｋｇ／ｈで
；連鎖停止剤の量は３４．１８ｋｇ／ｈで、例１で述べた濃度で計量しながら供給する。
触媒の量は３３ｋｇ／ｈである。例１に記載の通り、後処理を行う。
【００８２】
　次に、得られた粒状物をネットスタル・ディスクジェット射出成形機（前記参照）を介
して、前記のパラメーターのもとでサイクル時間４．４秒でディスクへと加工する。型板
としてオーディオ・スタンパーを使用する。
【００８３】
　色素で被覆されたディスク上の色素層中に明らかな欠陥が見られる。
【００８４】

【表２】

【００８５】
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【表３】

【００８６】
　標準偏差は個々の電荷セグメントの分散である。
【図面の簡単な説明】
【００８７】
【図１】図１は、ディスクの電荷分布を示す（着色像の白黒コピー）。
【図２】図２は、ディスクの電荷分布を示す（着色像の白黒コピー）。

【図１】 【図２】
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